障害者自立支援法は問題がてんこもり！　論点整理表　　　　　　　　2005.4.24


	自立支援法の目的（第1条）
	· 「障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができる」の下線部分は特に、障害児の分離教育を進める際に使われてきた表現です。では障害者自立支援法は、地域から隔離を目指しているのでしょうか。本来ならばこの障害者自立支援法で、障害者が地域で生きる権利を保障すべきなのです。

· 昨年の障害者基本法の改正で、「自立への努力」（旧第６条）が削除されました。自立支援法は、このような改正点を踏まえていません。

	障害者・児の定義

（第４条-１、２）
	· 障害児・者の定義は、現行の各障害者福祉法に準じることになります。しかし、この定義では、手帳制度に縛られるので、難病等の「谷間の障害者」問題は解決されません。

	市町村審査会の

委員

（第16条）
	· 医療従事者の専門職で占められている介護保険の審査会の委員が、そのまま市町村審査会の委員になる可能性があるので、注視すべきです。職種の例示を通知等でおこなうと、医療等、別分野の専門職で固められる危険性がでてきます。

	障害程度区分の

認定

（第21条）
	· 市町村審査会が、障害程度区分の二次判定をすることになります。障害者の自立生活や障害特性を知らない専門家が、長時間利用者の支給決定に関わるのは問題です。

	非定型の場合の

審査

（第22条-2）
	· 支給決定の際には、「市町村が必要があると認めるとき、厚生労働省令で定めるところにより」、審査会等に意見を聴くことができるようになっています。法案には「定型、非定型」の表現はありませんが、その内容を定めることになる厚生労働省令の動向を監視していく必要があります。

· 当事者に会ったこともない審査会の委員が、支給量について意見を述べるのは問題です。審査会の役割は、障害程度区分の二次判定までに止めるべきです。

· →第22条第２項は削除。

	当事者の意見表明

（第21条-2）

（第22条-3）
	· サービスを利用する障害当事者が、自らの支援の必要性について意見を表明し、支給決定過程での当事者参加と権利擁護は必ず保障されるべきです。法案は「関係者の意見を聴くことができる」となっており、当事者からの意見徴収を軽視していると言わざるをえません。

	重度訪問介護

（第５条-３）
	· 重度訪問介護の対象者を「重度の肢体不自由者」に限定するのは、問題です。

· 肢体不自由以外について、長時間型の類型を設定しないのは問題です。知的障害や精神障害もこのような類型が必要です。

	行動援護

（第５条-４）
	· 法案の「危険を回避するために必要な援護」は、この発想そのものに問題があります。「援護」の内容が安全を確保することに留まっているので、当事者のニーズにもとづく支援、社会参加という視点が欠如しています。

· 行動援護の対象者は、現在移動介護を利用している人の１割程度に抑えられると言われています。したがって、長時間利用の類型とは言えません。

	移動介護

（第５条-20）
	· 移動介護は、障害者の社会参加、地域生活を支えるために重要な支援です。したがって、移動介護は地域生活支援事業ではなく、個別給付に組み込まれるべきです。

	（第77条）
	· 法案の地域生活支援事業で「行うものとする」は、表現を強めてすべての市町村で実施を義務づけるようにするべきです。

	重度障害者等

包括支援

（第５－９）
	· 現在の介護量が保障されなければ、即生命の危機に直面することになります厚生労働省令で定める「介護の必要の程度が著しく高いもの」の範囲がどこまでになるのかを監視し、サービス量の確保＋財源の確保を確実にするべきです。

	ケアホーム

「共同生活介護」

（第５条-10）
	· 「共同生活介護」の定義は、入所施設とほとんど同じです。「共同生活援助」の定義には「地域において」という表現がありますが、「共同生活介護」にはありません。地域での生活を想定していないのでしょうか。

· →全面削除を求め、共同生活援助に一本化すべき。

	グループホーム

「共同生活援助」

（第５条-16）
	· 共同生活援助（＝グループホーム）で、ヘルパー利用ができるようにするべきです。

· 「共同生活援助」の定義にある（共同生活を営むのに）「支障のない障害者」という限定的な表現は、削除されるべきです。

	負担の見直し介護

（第29条-3）
医療
（第58条-3）
	· 「厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額」の9割を給付し、残りの１割が利用者負担となります。この給付のあり方が問題です。

· 応益負担を潰すためには、自立支援法の土台となっているこの条文が削除されるべきです。

	減額措置、世帯

（第29条-4）
（第58条-3）
	· 法案の「当該支給決定障害者等の家計に与える影響その他の事情をしん酌して」は、どの範囲まで減額措置の対象とするのか、監視するべきです。

	都道府県の負担

（第94条）
	· 法案は、都道府県が負担する分を「障害福祉サービス費負担対象額」として算定して、その四分の１を負担する仕組みになっています。市町村が支出した費用のうち、四分の１を補助するように求めていきましょう。法案の「障害福祉サービス費負担対象額」＝「国及び都道府県が負担すべきものとして当該市町村における障害福祉サービス費等の支給に係る障害者等の障害程度区分ごとの人数その他の事情を勘案して政令で定めるところにより算定した額」の部分は、削除されるべきです。

· 障害程度区分を超えた活用ができなくなるとは書かれていませんが、動向を監視しましょう。

	国の負担

（第95条）
	· 法案は、「障害福祉サービス費負担対象額」として算定した、二分の１を国が負担する仕組みになっています。市町村が支出した費用のうち、国がその二分の１を負担すると述べていません。二分の１を確実に補助するように求めていきましょう。


	
	自立支援法　条文

	自立支援法の

目的
	＜　第1条＞

この法律は、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

	障害者・児の

定義
	＜第４条-１　第４条－２＞
この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第四条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち十八歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第五条に規定する精神障害者（知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のうち十八歳以上である者をいう。（第４条-1）、十八歳未満の者（第4条－２）

	市町村審査会

の委員
	＜第16条＞

・市町村審査会の委員の定数は、政令で定める基準に従い条例で定める数とする。
・委員は、障害者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する者のうちから、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が任命する。

	障害程度区分の

認定
	＜第21条＞

市町村は、前条第一項の申請があったときは、政令で定めるところにより、市町村審査会が行う当該申請に係る障害者等の障害程度区分に関する審査及び判定の結果に基づき、障害程度区分の認定を行うものとする。

	非定型の場合の

審査
	＜第22条-２＞

市町村は、支給要否決定を行うに当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村審査会又は身体障害者福祉法第九条第六項に規定する身体障害者更生相談所（第七十四条及び第七十六条第三項において「身体障害者更生相談所」という。）、知的障害者福祉法第九条第五項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第六条第一項に規定する精神保健福祉センター若しくは児童相談所（以下「身体障害者更生相談所等」と総称する。）その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴くことができる。

	当事者の意見

表明
	＜第21条-２　第22条-３＞

当該審査及び判定に係る障害者等、その家族、医師その他の関係者の意見を聴くことができる。

	重度訪問介護
	＜第５条-３＞

この法律において「重度訪問介護」とは、重度の肢体不自由者であって常時介護を要する障害者につき、居宅における入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜及び外出時における移動中の介護を総合的に供与することをいう。

	行動援護
	＜第５条-４＞

この法律において「行動援護」とは、知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を要するものにつき、当該障害者等が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。

	移動介護
	＜第５条-20＞

この法律において「移動支援事業」とは、障害者等が円滑に外出することができるよう、障害者等の移動を支援する事業をいう。

	
	＜第77条＞

（地域生活支援事業）厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

	重度障害者等

包括支援
	＜第５条－９＞

この法律において「重度障害者等包括支援」とは、常時介護を要する障害者等であって、その介護の必要の程度が著しく高いものとして厚生労働省令で定めるものにつき、居宅介護その他の厚生労働省令で定める障害福祉サービスを包括的に提供することをいう。

	ケアホーム

「共同生活介護」
	＜第５条-10＞

この法律において「共同生活介護」とは、障害者につき、主として夜間において、共同生活を営むべき住居において入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。

	グループホーム

「共同生活援助」
	＜第５条-16＞

この法律において「共同生活援助」とは、地域において共同生活を営むのに支障のない障害者につき、主として夜間において、共同生活を営むべき住居において相談その他の日常生活上の援助を行うことをいう。

	負担の見直し

介護
	＜第29条-3＞

介護給付費又は訓練等給付費の額は、障害福祉サービスの種類ごとに指定障害福祉サービス等に通常要する費用（特定費用を除く。）につき、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費用（特定費用を除く。）の額を超えるときは、当該現に指定障害福祉サービス等に要した費用の額）の百分の九十に相当する額とする。

	減額措置
	＜第２９条-4＞

支給決定障害者等が同一の月に受けた指定障害福祉サービス等に要した費用（特定費用を除く。）の額の合計額から、前項の規定により算定された当該同一の月における介護給付費及び訓練等給付費の合計額を控除して得た額が、当該支給決定障害者等の家計に与える影響その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるときは、同項の規定にかかわらず、当該同一の月における介護給付費又は訓練等給付費の額は、同項の規定により算定した費用の額の百分の九十に相当する額を超え百分の百に相当する額以下の範囲内において政令で定める額とする。

	負担の見直し

医療

減額措置
	＜第58条－３＞

自立支援医療費の額は、次に掲げる額の合算額とする。
一　当該指定自立支援医療（食事療養（健康保険法第六十三条第二項に規定する食事療養をいう。以下この項において同じ。）を除く。以下この号において同じ。）につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額の百分の九十に相当する額。ただし、当該支給認定障害者等が同一の月における指定自立支援医療に要した費用の額の合計額の百分の十に相当する額が、当該支給認定障害者等の家計に与える影響、障害の状態その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるときは、当該指定自立支援医療につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額の範囲内において政令で定めるところにより算定した額

	都道府県の負担
	＜第９４条＞

都道府県は、政令で定めるところにより、第九十二条の規定により市町村が支弁する費用について、次に掲げるものを負担する。

一　第九十二条第一号に掲げる費用のうち、国及び都道府県が負担すべきものとして当該市町村における障害福祉サービス費等の支給に係る障害者等の障害程度区分ごとの人数その他の事情を勘案して政令で定めるところにより算定した額（以下「障害福祉サービス費等負担対象額」という。）の百分の二十五

二　第九十二条第二号及び第三号に掲げる費用のうち、その百分の二十五

	国の負担
	＜第９５条＞

国は、政令で定めるところにより、次に掲げるものを負担する。

一　第九十二条の規定により市町村が支弁する費用のうち、障害福祉サービス費等負担対象額の百分の五十
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